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ＤＰＣ対象病院の病床数変更に係る報告について 

 
１．概要 

 

○ ＤＰＣ制度においては、ＤＰＣ対象病院に一定程度（※）の病床数の変更

の予定があり、変更後もＤＰＣ制度への継続参加を希望している場合は、

ＤＰＣ制度への継続参加の可否について中央社会保険医療協議会において

審査及び決定することとなっている。 

 

 （※）変更年度の前年度 10 月１日時点における対象病床数を基準として 

  ・合計 200 床以上の増減があった場合 

  ・２倍以上又は２分の１以下となる場合 

 

○ 今回は３件の病床数の変更案件について審査を行い、全て承認とされた。 

 

○ うち２件については、本来であれば病床数変更の６ヶ月前に申請が必要で

あるが、その手続きの遺漏を認めたことから、ＤＰＣ対象病院の合併・分割

等に関する手続きに遺漏があった場合の取扱いについて、次回診療報酬改定

に向けて整理すべきという意見があった。 

  

中 医 協  総 － ５ 

３ ０ ． １ ２ ． ５ 
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２．個別審査 
 

（１）重井医学研究所附属病院 

 ○ 当該病院より、平成 30 年 10 月 1 日に病床数を変更し、変更後も、ＤＰ

Ｃ制度へ継続参加を希望している旨の連絡があり、「ＤＰＣ対象病院等の対

象病床数変更に係る申請書」が提出された。 

 ○ 病院から提出された病床数変更に係る「申請書」で確認した変更後の病

院の状況は以下の表のとおりである。 

 

 変更前病院 変更後病院 

保健医療機関コード ０１１１１５２ 変更無 

保健医療機関名称（予定） 重井医学研究所附属病院 重井医学研究所附属病院 

開設者（予定） 重井 文博 重井 文博 

保健医療機関の所在地 岡山県岡山市南区山田２１１

７ 

岡山県岡山市南区山田２１１

７ 

所属する医療圏（予定） 県南東部 県南東部 

総病床数（予定） １９８ １９８ 

対象病床数（予定） ８０ ４０ 

診療科目数（予定） １２ １２ 

主たる診療科目（予定） 内科・小児科 内科・小児科 

入院中の患者の引き継ぎ － 有 

病院職員（医師、看護師

等）の引き継ぎ 
－ 有 

届出（予定）入院基本料 急性期一般入院料５ 

小児入院管理料４ 

急性期一般入院料５ 

小児入院管理料４ 

診療録管理体制加算の届

出 
有 有 

コーディング委員会の設

置（予定） 
有 有 

直近１年間の継続したＤ

ＰＣデータの提出 
有 有 

直近１年間のデータ／病

床比１ヶ月あたり 
０．８７５以上 ０．８７５以上 
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（２）独立行政法人地域医療機能推進機構さいたま北部医療センター 

 ○ 当該病院より、平成31年５月１日に病床数変更の予定があり、変更後も、

ＤＰＣ制度へ継続参加を希望している旨の連絡があり、「ＤＰＣ対象病院等

の対象病床数変更に係る申請書」が提出された。 

○ 病院から提出された病床数変更に係る「申請書」で確認した変更後の病院

の状況は以下の表のとおりである。 

 

 変更前病院 変更後病院 

保健医療機関コード ０３０１００２ 変更有 

保健医療機関名称（予定） 独立行政法人地域医療機能推進機

構さいたま北部医療センター 

独立行政法人地域医療機能推進機

構さいたま北部医療センター 

開設者（予定） 独立行政法人地域医療機能推

進機構さいたま北部医療セン

ター 院長 黒田豊 

独立行政法人地域医療機能推

進機構さいたま北部医療セン

ター 院長 黒田豊 

保健医療機関の所在地 埼玉県さいたま市北区盆栽町

４５３ 

埼玉県さいたま市北区 

宮原１丁目８５１ 

所属する医療圏（予定） さいたま さいたま 

総病床数（予定） １６３ 

（うち休床が 45 床） 

１６３ 

（うち休床が 1個病棟 51床） 

対象病床数（予定） １１８ ５４ 

診療科目数（予定） １７ １７ 

主たる診療科目（予定） 内科 内科 

入院中の患者の引き継ぎ － 有 

病院職員（医師、看護師

等）の引き継ぎ 
－ 有 

届出（予定）入院基本料 急性期一般入院料１ 急性期一般入院料１ 

診療録管理体制加算の届

出 
有 有 

コーディング委員会の設

置（予定） 
有 有 

直近１年間の継続したＤ

ＰＣデータの提出 
有 有 

直近１年間のデータ／病

床比１ヶ月あたり 
０．８７５以上 ０．８７５以上 
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（３）一般財団法人防府消化器病センター防府胃腸病院 

 ○ 当該病院より、平成 30 年 12 月１日に病床数変更の予定があり、変更後

も、ＤＰＣ制度へ継続参加を希望している旨の連絡があり、「ＤＰＣ対象病

院等の対象病床数変更に係る申請書」が提出された。 

○ 病院から提出された病床数変更に係る「申請書」で確認した変更後の病院

の状況は以下の表のとおりである。 

 

 変更前病院 変更後病院 

保健医療機関コード ０６１１２７４ 変更無 

保健医療機関名称（予定） 一般財団法人防府消化器病セ

ンター防府胃腸病院 

一般財団法人防府消化器病セ

ンター防府胃腸病院 

開設者（予定） 三浦 修 三浦 修 

保健医療機関の所在地 山口県防府市駅南町 

１４番３３号 

山口県防府市駅南町 

１４番３３号 

所属する医療圏（予定） 山口・防府地区 山口・防府地区 

総病床数（予定） １２０ １２０ 

対象病床数（予定） １２０ ６０ 

診療科目数（予定） １２ １２ 

主たる診療科目（予定） 消化器外科 消化器外科 

入院中の患者の引き継ぎ － 有 

病院職員（医師、看護師

等）の引き継ぎ 
－ 有 

届出（予定）入院基本料 急性期一般入院料１ 急性期一般入院料１ 

診療録管理体制加算の届

出 
有 有 

コーディング委員会の設

置（予定） 
有 有 

直近１年間の継続したＤ

ＰＣデータの提出 
有 有 

直近１年間のデータ／病

床比１ヶ月あたり 
０．８７５以上 ０．８７５以上 
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○ 審査結果は以下の表のとおりである。 

名 称 所在地 審査結果 

重井医学研究所附属病院 
岡山県岡山市南区山

田２１１７ 
ＤＰＣ制度への継続参加を認める 

独立行政法人地域医療機能

推進機構さいたま北部医療

センター 

埼玉県さいたま市北

区盆栽町４５３ 
ＤＰＣ制度への継続参加を認める 

一般財団法人防府消化器病セ

ンター防府胃腸病院 

山口県防府市駅南町

１４番３３号 
ＤＰＣ制度への継続参加を認める 

 

 

【参考】 ＤＰＣ制度への継続参加要件について 

ＤＰＣ対象病院の合併後、分割後又は対象病床数の変更後以降のＤＰＣ制度

への継続参加に原則として必要な要件は以下のとおりである。 

合併、分割又は対象病床数の変更に係る基準 

○ 合併前の主たる病院がＤＰＣ対象病院であること。 

○ 申請の直近1年間以上にわたり継続してＤＰＣデータが提出されている

こと。 

○ 申請の直近 1年間のデータ／病床比が１月あたり０．８７５以上である

こと。 

※審査の観点 

○ 合併、分割又は対象病床数変更の前後で、入院している患者や勤務して

いる職員等の引き継ぎ状況の観点から、病院の機能・診療実態等について

一定の連続性が認められること。 

○ 合併、分割又は対象病床数変更後の病院がＤＰＣ対象病院の基準を継続

的に満たすことが期待されること。 

① 急性期一般入院基本料の届出 

② A207 診療録管理体制加算の届出 

③ ＤＰＣ調査への適切な参加が可能 

④ データ／病床比が１月あたり０．８７５以上  
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平成 30 年３月 26 日保医発第 0326 第７号 

「ＤＰＣ制度への参加等の手続きについて」（抜粋） 

 

第１ ＤＰＣ対象病院 

  

１ ＤＰＣ対象病院の基準について 

(１) ＤＰＣ対象病院とは、厚生労働大臣が指定する病院の病棟並びに厚生労働大臣が定

める病院、基礎係数、機能評価係数Ⅰ、機能評価係数Ⅱ及び激変緩和係数（平成24年

厚生労働省告示第165号。以下「係数告示」という。）別表第一から第三までの病院の

欄に掲げる病院とする。 

(２) ＤＰＣ対象病院とは、以下の基準を満たす病院とする。 

① 急性期入院医療を提供する病院として、診療報酬の算定方法（平成20年厚生労働

省告示第59号）別表第一医科診療報酬点数表（以下「医科点数表」という。）に掲

げるＡ100一般病棟入院基本料について、急性期一般入院基本料に係る届出を行って

いること、又はＡ104特定機能病院入院基本料（一般病棟の場合に限る。）若しくは

Ａ105専門病院入院基本料について、７対１入院基本料又は10対１入院基本料に係る

届出を行っていること。また、急性期入院医療を担う病院として、Ａ205救急医療管

理加算の基準を満たしていることが望ましい。 

② 医科点数表に掲げるＡ207診療録管理体制加算に係る届出を行っていること。な

お、診療録管理体制加算１の届出を行っていることが望ましい。 

③ 厚生労働大臣が指定する病院の病棟における療養に要する費用の額の算定方法

（平成20年厚生労働省告示第93号。以下「算定告示」という。）第５項第３号の規

定に基づき実施される調査（以下「ＤＰＣ調査」という。）に適切に参加し、入院

診療及び外来診療に係るデータを提出すること。 

④ ③の調査において、適切なデータを提出し、かつ、調査期間１月あたりの（デー

タ／病床）比が0.875以上であること。 

ア データ数 

調査期間中において、診断群分類点数表による算定の対象となる病床に入院して

いた患者に係る提出データ数（診断群分類点数表による算定の対象外となる患者（厚

生労働大臣が指定する病院の病棟における療養に要する費用の額の算定方法第一項

第五号の規定に基づき厚生労働大臣が別に定める者（平成24年厚生労働省告示第140

号）に定める患者を除く。）に係るデータ等は除外する。）とする。 

イ 病床数 

当該病院における病床のうち、以下に掲げるものに係る届出を行っている病床の病

床数を合算したものとする。 

A100 一般病棟入院基本料 

中医協 退－１（参考３） 

３ ０ ． １ １ ． １ ４ 
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A104 特定機能病院入院基本料（一般病棟の場合に限る。） 

A105 専門病院入院基本料 

A300 救命救急入院料 

A301 特定集中治療室管理料 

A301-2 ハイケアユニット入院医療管理料 

A301-3 脳卒中ケアユニット入院医療管理料 

A301-4 小児特定集中治療室管理料 

A302 新生児特定集中治療室管理料 

A303 総合周産期特定集中治療室管理料 

A303-2 新生児治療回復室入院医療管理料 

A305 一類感染症患者入院医療管理料 

A307 小児入院医療管理料 

⑤ 適切なコーディングに関する委員会（以下「コーディング委員会」という。）を設

置し、年４回以上（開催月と同月内に２回以上開催した場合、２回目以降の開催は当

該基準である４回には含めない。）当該委員会を開催しなければならない。なお、当

該委員会は毎月開催することが望ましい。 

また、ＤＰＣ調査等において、コーディング委員会の開催を確認できなかった場合

は、確認後１月以内にコーディング委員会を開催するとともに地方厚生（支）局へ使

用した資料を提出すること。 

コーディング委員会とは、標準的な診断及び治療方法について院内で周知を徹底し、

適切なコーディング（適切な診断を含めた診断群分類の決定をいう。）を行う体制を

確保することを目的として設置するものであって、診療報酬の多寡に関する議論を行

う場ではないことに留意すること。コーディング委員会の開催に当たっては、コーデ

ィングに関する責任者の他に少なくとも診療部門に所属する医師、薬剤部門に所属す

る薬剤師及び診療録情報を管理する部門又は診療報酬の請求事務を統括する部門に所

属する診療記録管理者を構成員とし、実症例を扱う際には当該症例に携わった医師等

の参加を求めるものとする。 

なお、病院内の他の委員会において、目的及び構成員等がコーディング委員会の要

件を満たしている場合には、当該委員会をコーディング委員会とみなすことができる。

ただし、当該委員会の設置規程等に適切なコーディングに関する事項を明記し、適切

なコーディングに関するテーマについて、年４回以上、委員会を開催すること。当該

委員会はコーディング委員会と同様、毎月開催することが望ましい。 

また、コーディング委員会開催時には、「ＤＰＣ／ＰＤＰＳ傷病名コーディングテ

キスト（厚生労働省保険局医療課）」を活用することが望ましい。 

２ （略） 
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３ ＤＰＣ対象病院の合併、分割又は病床数の変更について 

（１）～（２）（略） 

（３） ＤＰＣ対象病院の病床数の変更について 

 上記（１）又は（２）の場合を除き、ＤＰＣ対象病院等が、第１（２）④イに規定する

病床数（以下「対象病床数」という。）に変更の予定があり、変更後もＤＰＣ制度への継

続参加を希望している場合であって、以下に掲げる要件のいずれかに該当する場合、変更

年月日（予定を含む。）の６か月前までに、別紙６「ＤＰＣ対象病院等の対象病床数変更

に係る申請書」及び別紙７「ＤＰＣ対象病院等の対象病床数変更に係る申請書（別紙）」

を地方厚生（支）局医療課長を経由して厚生労働省保険局医療課長に提出すること。 

・変更年度（予定を含む。以下同じ。）の前年度10月1日時点における対象病床数を基準と

して、合計200床以上の対象病床数の増減があった場合 

・変更年度の前年度10月1日時点における対象病床数を基準として、対象病床数が２倍以上

又は２分の1以下となる場合 

 ただし、対象病床数が０となる場合は、退出としての取扱いを優先する。 

(４) 合併、分割又は対象病床数の変更を行うＤＰＣ対象病院等については、上記（１）、

（２）又は（３）の規定に基づく申請書を提出する場合に該当するか否かにかかわらず、

ＤＰＣ制度に継続参加を希望する場合は、原則として以下の基準を満たしていること。 

① 合併の場合は、合併前の主たる病院がＤＰＣ対象病院であること。 

② 申請の直近１年以上、継続してデータが提出されていること。 

③ 申請の直近１年の（データ／病床）比が１か月あたり0.875以上であること。 

(５) 合併、分割又は対象病床数の変更に係る申請の審査等について 

上記（１）の申請書が提出された場合は、上記（４）に掲げる基準及び申請書の記載内容

からＤＰＣ制度への継続参加の可否について厚生労働省保険局医療課において確認をし、

その結果について、中央社会保険医療協議会へ報告するものとする。 

また、上記（２）又は（３）の申請書が提出された場合は、上記（４）に掲げる基準及び

申請書の記載内容からＤＰＣ制度への継続参加の可否について中央社会保険医療協議会に

おいて審査及び決定することとする。 

いずれの場合であっても申請が認められた場合は、合併、分割又は対象病床数の変更後も

ＤＰＣ対象病院としてＤＰＣ制度に継続参加するものとする。 

(６) 申請が認められなかった場合について 

上記（１）、（２）又は（３）に係る申請が認められなかった病院は、合併、分割又は

対象病床数の変更年月日にＤＰＣ制度から退出するものとする。この場合、当該病院は別

紙８「ＤＰＣ制度からの退出に係る届出書」を地方厚生（支）局医療課長を経由して厚生

労働省保険局医療課長に提出すること（合併、分割又は対象病床数の変更年月日の前々月

の初日以降新たに入院する患者から医科点数表による算定を行うものとする。）。 

（以下、略） 
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ＤＰＣ合併・退出等審査会 委員名簿 

    

代表区分 氏 名 役 職 名 

支払側委員 

 森 俊和  全国健康保険協会理事 

 幸野 庄司  健康保険組合連合会理事 

診療側委員 

 松本 吉郎  日本医師会常任理事 

 島 弘志  日本病院会副会長 

公益委員 

 中村 洋  慶應義塾大学大学院経営管理研究科教授 

◎ 田辺 国昭  東京大学大学院法学政治学研究科教授 

 野口 晴子  早稲田大学政治経済学術院教授 

◎審査会長 
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ＤＰＣ合併・退出等審査会運営要綱 

 

 

 

（所掌事務）  

第１条 ＤＰＣ合併・退出等審査会（以下「審査会」という。）は、ＤＰＣ制度に参加する

医療機関の、合併、分割以降のＤＰＣ制度への継続参加の申請及び特別の理由により

緊急に退出する必要がある場合に、中央社会保険医療協議会総会の委任を受け、ＤＰ

Ｃ制度への継続参加の申請及び退出の可否について、審査・決定を行う。 

 

（組織）  

第２条 審査会は、次に掲げる委員７名をもって組織する。 

一 社会保険医療協議会法（昭和25年法律第47号）第三条第１項第一号に掲げる委員

のうち２名 

二 社会保険医療協議会法（昭和25年法律第47号）第三条第１項第二号に掲げる委員

のうち２名 

三 社会保険医療協議会法（昭和25年法律第47号）第三条第１項第三号に掲げる委員

のうち３名 

  ２ 委員長は前項第三号に掲げる委員の中から互選により選出する。 

  ３ 委員長は審査会を総理し、審査会を代表する。 

  ４ 委員長に事故があるときは、予め委員長が指名する委員が、その職務を代行する。 

 

（定足数） 

第３条 審査会は、第２条第一項各号に揚げる委員各１名以上を含む委員の２分の１以上の

出席がなければ会議を開き、意見の確認を行うことができない。ただし、第５条に規

定する意見書の提出があった委員は出席したものとみなす。 

 

（審査の議決） 

第４条 審査会の議事は、委員の過半数で決し、可否同数のときは、委員長の決するところ

による。 

 

（欠席委員の意見提出） 

第５条 委員は、やむを得ない理由により出席できない場合は、当該議題について、予め意

見書を提出することができる。 

 

（開催） 

第６条 審査会は、必要に応じて開催するものとする。 
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（審議の公開）  

第７条 審査会は非公開とする。  

 

（審査結果の通知、不服意見書） 

第８条 審査結果は、申請のあった医療機関に通知するものとする。 

  ２ 当該医療機関は、審査会の審査結果に不服がある場合は、１回に限り不服意見書を

提出することができる。 

 

（再審査） 

第９条 不服意見書が提出された場合は、再審査を行うこととし、審査結果を当該医療機関

に通知するものとする。 

 

（報告） 

第10条 委員長は、審査結果を中央社会保険医療協議会総会に報告することとする。 

 

（庶務）  

第11条 審査会の庶務は保険局医療課において処理する。  

  

 （補足）  

第12条 この要綱に定めるもののほか、審査会の議事運営に必要な事項は委員長が定める。  

  

   附 則  

 この要綱は平成２３年１２月１６日から施行する。 

 

附 則（所掌事務、定足数の変更） 

この要綱は平成２６年１月１日から施行する。 

 

附 則（名称の変更） 

この要綱は平成２８年７月２７日から施行する。  


